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中堅・中小企業海外安全対策ネットワーク第９回本会合 

（参加組織による最近の取組・活動方針等） 

令和７年１月３０日 

ネットワーク事務局 

 

１ 会員企業の状況 

（１）渡航状況 

【エンジニアリング協会】 

●多少の増減はあるにしろ、コロナ前の水準に戻っている。ただし、オンライン会議が浸

透していることもあり、海外渡航はオンラインでは実施できないことをする場合に限られ

ている。 

 

【海外コンサルタンツ協会】 

●紛争地域などは別にして、特に海外渡航に関する阻害要因はなく渡航は行われている。

また業務上ＩＴで対応できる場合は渡航せずに業務を行っている。 

 

【海外邦人安全協会】 

●コロナ後、会員企業の海外渡航は増加していると承知している。 

 

【国際協力機構（ＪＩＣＡ）】 

●ＪＩＣＡ事業に従事する中堅・中小企業とは業界団体を通じてなど、意見交換の機会が

あるが、渡航に関して、特段の意見を聞いてない。 

 

【中小企業基盤整備機構】 

●当機構では全国の中小企業の海外展開を支援しているが、各社の渡航状況までは把握で

きていない。当機構の支援事業（海外展開ハンズオン支援事業）の一環としての現地同行

支援は、昨年度に引き続き一定数ある。 

 

【日本在外企業協会】 

●中小、大手に関わらず、赴任前セミナー参加者数や海外安全関連セミナーの依頼が増加

傾向。 
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【日本貿易会】 

●本年度は中堅企業向けの会合を実施していないが、昨年度の情報及び個別の話を伺う

と、コロナ前の水準に戻っていると伺っている。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●コロナ後、ジェトロ事業への参加企業の増加に伴い、海外渡航する企業も着実に増えて

きていると認識。一方、２０２４年は中東の紛争、ロシア・ウクライナ戦争をはじめ、バ

ングラデシュ、ケニア、ナイジェリア、パキスタンなどにおいて抗議活動、大規模デモ、

襲撃等が発生するなど世界情勢は不安定化しており、世界の情報提供ニーズは高まってい

る。 

 

 

（２）中堅・中小企業の海外安全対策状況 

【エンジニアリング協会】 

●イラン及びイランの代理勢力（ハマス、シリア・ヒズボラ、ホーシー等）がイスラエル

の攻撃により弱体化し、中東のパワーバランスが大きく変わったが、イランが巻き返しに

出る可能性が高く、中東の不安定さは今後も不透明な状況が続くとみられるため、治安状

況の改善は見通せないとの声がある。 

 

【海外コンサルタンツ協会】 

●各社出来る範囲で行っているが、特に有償資金協力における安全対策は先方の意向もあ

り十分な安全対策がとれない状況も一部では発生している。 

 

【海外邦人安全協会】 

●ウクライナ、ガザ、台湾が抱える問題が、トランプ氏の米大統領就任もあいまって多く

の企業が重大な関心を寄せている。中でも台湾有事も懸念される中国リスクは、日本企業

に最も大きな影響を与え得る。この１年足らずの間に同国では刃物による凶悪犯罪が目立

ち、邦人が死傷する複数の事案も起きている。反スパイ法等に基づいて簡単に拘束され得

る環境もある。このように困難な中国リスクに対して、中堅・中小企業も鋭意取り組もう

としているが、思うように対応できていない状況である。（当協会は１月２８日に会員企業

限定で岩本領事局長から中国情勢と安全対策についてお伺いする講演会を開催）。 

 

【国際協力機構】 

●ＪＩＣＡ事業に従事する中堅・中小企業の皆様へ、ＪＩＣＡウェブサイトや渡航管理シ

ステム（トコカン）を通じた安全情報の提供、動画や実技の研修機会の提供、ＪＩＣＡの

渡航措置に沿った安全な渡航を進めている。 
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【中小企業基盤整備機構】 

●当機構は経営支援に関するアドバイスを行っており、具体的な各社の海外安全対策につ

いては把握していない。ただ、支援事業におけるアドバイスの中で、進出対象国の絞り込

みにおいてカントリーリスクなども配慮するにようにはアドバイスしている。 

 

【日本在外企業協会】 

●セミナー参加者増加などから海外安全意識が高まっていると推測される。 

 

【日本貿易会】 

●大手と比較した場合、人的リソースに限界があると指摘する企業は多い印象がある。 

人事業務担当者が並行して安全対策を行う事例や、安全対策のためのアプリを導入(或いは

更新)できず、システム上の課題がある等の事例を伺うことが有る。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●当機構の支援企業が海外渡航する際には、概ね適切に安全対策を講じてい頂いている印

象があるが、一部に、基本的な安全対策への対応が出来ていないことが原因で、特に欧米

先進国の展示会場などの事業現場において盗難被害などに遭うケースがみられる。 

 

 

（３）中堅・中小企業による海外安全対策のグッド・プラクティス 

【エンジニアリング協会】 

●当協会の会員企業の中に、海外テロ及び事件事故の専門サポートを提供する企業が複数

社あり、サポートを求める会員にはこれらのサポート企業を紹介し、協会としてマッチメ

イキングを行っている。 

 

【海外コンサルタンツ協会】 

●当該会員が受注した案件の実施中に、ウガンダ及びバングラデシュにおいて巻き込まれ

た事案の迅速な情報共有により会員への注意喚起及び現地状況の把握に役立った。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●当機構では外務省危険レベルを踏まえ、同レベル２以上の地域での事業や渡航について

は役員レベルで安全対策を確認している。危険地に渡航する企業においては、ジェトロか

らのアドバイスを踏まえ適切に安全対策を講じていただいており、これまで特段の被害報

告はない。 
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２ 情報発信面での取組 

（１）国内における安全対策セミナー 

【エンジニアリング協会】 

●以下のテーマで実施。 

・技術流出の防止に向けて（警視庁公安部参事官 警視長） 

・経済安全保障の確保に向けて～懸念国の不正活動に巻き込まれないために～（公安調査

庁） 

・最近の国際テロ情勢と対策（外務省領事局 邦人テロ対策室長） 

・サイバー空間における脅威～国家が関与・支援するサイバー攻撃～（公安調査庁） 

 

【海外コンサルタンツ協会】 

●本年度中にメンタルヘルスケアのセミナーを開催する予定。 

 

【海外邦人安全協会】 

●以下の講演会を東京で開催した。  

２月 ギニア情勢・アフリカの政情と安全 (前駐ギニア大使)  

４月 南ア情勢 日本との関係や開発及び投資環境と安全 (在南アフリカ共和国日本国大使

館と Webで繋いだ講演会)  

６月 最近の国際情勢を踏まえた安全対策及び海外安全対策と政府の取組について (外務

省から講師派遣)  

７月 戦乱の暗雲、中東に接近：現状分析と安全対策 (早稲田大学地域・地域間研究機構

招聘研究員)  

９月 セネガル情勢・日本との関係や開発及び投資環境と安全 (在セネガル日本国大使館

と Webで繋いだ講演会)  

９月 Remember9.11及び国境を越えた弔い (当協会理事及び国際霊柩送還専門家)  

１０月 ガーナ情勢・日本との関係や開発及び投資環境と安全 (在ガーナ日本国大使館と

Web繋いだ講演会)  

１１月 ケニア情勢・日本との関係や開発及び投資環境と安全 (在ケニア日本国大使館と

Webで繋いだ講演会)  

１２月 ナイジェリア情勢・日本との関係や開発及び投資環境と安全 (在ナイジェリア日

本国大使館と Webで繋いだ講演会)  

１月 中国情勢と安全対策 (岩本領事局長) 【会員企業限定】  

 

本年は、外務省のご協力を得て、中東の日本国大使館と Webで繋いだ講演会はじめ世界情

勢を睨んで時宜に適ったセミナーを開催する方針である。 
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【国際協力機構】 

●２０２４年７月、海外に渡航する社員向けに本部本社としてどのような安全対策を行う

かというテーマで「安全管理者研修」を実施した。 

 

【日本在外企業協会】 

●赴任前セミナー（毎月）、会員向け海外安全セミナー５回実施。海外安全グループ研究会

での外務省やコンサルタント会社講演なども実施。 

 

【日本貿易会】 

●ＪＩＣＡ様との共催で、一般犯罪、安全対策全般のセミナーを２０２４年８月に実施し

た。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●外務省と共催で安全対策セミナーを共催した。 

 

 

（２）機関誌／機関紙への掲載 

【海外コンサルタンツ協会】 

●ＥＣＦＡトピック（メールマガジン）を２回/月、会員向けに発行しており、その中で安

全対策分科会の活動内容については積極的に発信している。 

 

【国際協力機構】 

●毎年、国際協力機構統合報告書（年報）の、安全管理のページに前年度の取組を掲載し

ている。 

 

【中小企業基盤整備機構】 

●メルマガにて外務省の国内安全対策セミナーの周知を行った。 

 

【日本在外企業協会】 

●「月刊グローバル経営」で毎号「プラザ危機管理」記事を掲載（企業事例など）、１０月

号は海外安全特集として外務省インタビュー、座談会、企業事例記事などを掲載。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●外務省との共催セミナー案内を国内事務所を通じて地元企業にメルマガで配信した。 
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（３）関連資料の共有・情報提供等実施状況 

【エンジニアリング協会】 

●「ゴルゴ１３の中堅・中小企業海外安全対策マニュアル」を都度、会員企業に展開して

いる。 

 

【海外コンサルタンツ協会】 

●適宜、領事局からの海外安全対策便りやＪＩＣＡ安全管理部からの研修等開催情報につ

いて会員へ提供している。 

 

【海外邦人安全協会】 

●以下の情報をメール配信した。  

（１）週報(毎週)  

留意すべき安全情報の要点を整理し“協会からの一言”を添え会員に毎週配信。  

（２）現地安全情報 (随時)  

在外公館の安全情報等を会員企業に随時配信。  

（３）ＪＯＳＡ通信(随時)  

当協会主催の講演会・セミナーや外務省主催の安全対策セミナーの案内、外務省の安全施

策の周知などを会員企業等に随時配信。  

 

また、外務省の「ゴルゴ１３の中堅・中小企業向け海外安全対策マニュアル」「海外安全虎

の巻」を講演会開催の機会に配布した。  

 

【国際協力機構】 

●世界共通の海外安全対策ハンドブックのほか、各国の安全対策措置及び安全対策マニュ

アルを逐一アップデートしている。 
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【中小企業基盤整備機構】 

●外務省の「ゴルゴ１３の中堅・中小企業向け海外安全対策マニュアル」を、国内展示会

場の相談ブースで配布した。 

 

【日本経済団体連合会】 

●開発協力推進委員会の委員に対して官民合同テロ・誘拐対策実地訓練の実施などについ

て案内。 

 

【日本在外企業協会】 

●毎月の赴任前セミナーで、協会作成の安全マニュアル、健康医療に関する書籍を配布。 

 

【日本貿易会】 

●外務省のマニュアルの共有。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●以下にかかる内容について、当機構のウェブページにおいて情報発信した。 

１）ウクライナ情勢にかかる各国・地域の見方 

２）海外の治安・安全情報とビジネスへの影響 

 

 

 

３ 企業間勉強会・意見交換会の実施 

（１）実施状況 

【海外コンサルタンツ協会】 

●安全対策分科会幹事会を開催し以下につき議論を行っている。 

①活動内容 

②トコカン（海外渡航管理システム）に対するアンケート実施 

➂メンタルヘルスセミナー開催 

●ＪＩＣＡ安全管理部との意見交換を開催し以下について議論を行っている。 

①トコカン（海外渡航管理システム）に対するアンケート結果及び同システムに対する改

修要望 

 

【海外邦人安全協会】 

●２０年以上にわたって企業安全対策の責任者を集めて講習会を、講習の内容 (情報管理) 

から対面で実施している。昨年は未実施となったが、本年開催を予定している。 
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【日本在外企業協会】 

●海外安全グループ研究会（約２０社×５グループ）を各４回／年実施、自社事例や設定

テーマでの情報や意見交換を通じたネットワーク形成を目的としている。 

 

【日本貿易会】 

●海外安全対策ワーキンググループを設置し、加盟各社間の情報交換やネットワーキング

を目的とし、毎年３回実施している。 

 

 

４ 企業向けサポートサービス（個別相談窓口等）の実施 

（１）企業向けのサポート・サービスの実施 

【海外邦人安全協会】 

●会員企業に対して無料コンサルテーション・サービスを実施している。このほか、会員・

非会員を問わず有料で当協会理事を企業の研修会等に講師派遣している。 

 

【国際協力機構】 

●ＪＩＣＡ事業に従事して渡航される場合、情報配信を行うほか、必要な場合に適宜個別

に助言を行っている。 

 

【日本在外企業協会】 

●メールや電話による海外安全に関する問い合わせ対応、アドバイザリー制度による個別

セミナー、マニュアルチェックなどを行っている。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●セキュリティ支援会社と契約しており、外務省危険レベル２以上の国・地域に渡航する

企業に対して、現地情勢、安全対策全般についてアドバイスを提供した。 

 

（２）企業からの問合わせの有無 

【エンジニアリング協会】 

●海外リスクマネジメントの法人サポートを行う会員企業と相談し対応。 

 

【海外コンサルタンツ協会】 

●有事（デモ、内紛、暴動等）の際の情報共有の促進についての要望が寄せられた。 

 

【海外邦人安全協会】 
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●会員企業に対してコンサルテーション・サービスを提供しているが、今年度は中国関連

の問合わせが目立った。反スパイ法等に基づいて簡単に拘束され得る環境もあることか

ら、中国での生活、就業に関連して幅広い側面の相談があった。 

 

【日本在外企業協会】 

●研究会では毎回メンバー企業からの情報・相談要請に応じた討議を実施。電話やメール

にて、海外事案に対する他社の動向、一般的な対応などの問い合わせがある。 

 

【日本貿易振興機構（ジェトロ）】 

●安全対策全般にかかる相談が寄せられた際には、外務省との共催セミナー、ジェトロウ

ェブサイトにおける「海外の治安・安全情報とビジネスへの影響」のページなどを紹介し

ている。 

 

５ その他の取組 

【エンジニアリング協会】 

●海外リスクマネジメントの法人サポートを行う会員企業と相談し対応。 

 

【日本在外企業協会】 

●以下を取り組んでいる。 

・毎月、海外安全に関するブレティンを会員にメール配信。 

・海外安全管理に関する認定試験を実施（３回／年）。 

・隔年実施している海外安全対策アンケートを次年度実施。 

 

 

 

６ 今後の活動予定・方針 

（１）企業向け安全対策支援 

【エンジニアリング協会】 

●特になし。引き続きウェビナーを軸に海外リスクに関する情報提供を行う予定。 
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【海外コンサルタンツ協会】 

●企業からの問合わせの対応として、有事の際、 

①自社の従業員の安全確保のため退避等指示・施策、その他情報（現地治安（デモ等）状

況、外務省・日本大使館やＪＩＣＡの退避等指示、また日本商工会議所からの日本企業の

退避等情報、日本人学校の再開状況、セキュリティ会社の治安情報、客先の意向情報、

等）を幹事会のメンバーで共有し、幹事会以外にも共有した方が良いことがあれば拡散す

る。 

②当該国で業務をしている会社を集めて、情報共有等のため会合の場を設ける。 

 

【海外邦人安全協会】 

●日常的な取組だが当協会の週報は、外務省の御支援をいただき「たびレジ」を中心に整

理して提供しているが、当協会は日ごろの様々なサービス活動や季節の行事などあらゆる

機会において「たびレジ」のＰＲ、周知に鋭意努めている。 

 

【国際協力機構】 

●来年度、セルフディフェンス研修の実施回数を月２回から３回に増やし、より多くの方

に参加してもらいたいと考える。 

               

 （了） 


